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資料１  

 

子ども・子育て支援新制度において条例等で定める各基  

準について  

 

１ 市が条例で定める必要のある基準について 

市が条例として定める必要のある基準は、以下となります。  

 

⑴   家 庭的保育事業等（地域型保育事業）の設備及び運営に関す

る基準の概要  

地域型保育事業は、新制度により新たに市の認可事業として位

置づけられる事業です。様々な場所で多様な保育の提供が可能

なことから保育の確保に寄与することが期待されています。  

地域型保育事業は、原則満３歳未満の保育を必要とする乳幼児

に対して行われる事業で、  

・家庭的保育事業  

・小規模保育事業  

・居宅訪問型保育事業  

・事業所内保育事業  

の４類型があります。  

基準として定める必要のある主な項目は以下のとおりです。  

＜主な認可基準＞  

○児童１人に対して配置すべき職員数  

○職員に必要な資格  

○児童１人に対して確保すべき面積  

○給食  

 

⑵   特 定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準の概要  

給付の実施主体である市が認可施設・認可事業者の中で、施設

型給付、地域型保育給付の対象となる施設・事業者を確認する

際の基準を設定する必要があります。  

基準として定める必要のある主な項目は以下のとおりです。  

＜主な確認基準＞  

○利用開始に伴う基準（利用申し込み者に対する説明内容な

ど）  

○教育・保育の提供に伴う基準（幼保連携型認定こども園教
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育・保育要領、幼稚園教育要領、保育所保育指針等に則った

教育・保育の提供など）  

○管理・運営等に関する基準（施設の目的・運営方針等を定め  

た運営規程の策定、掲示など）  

○情報公表に関する基準（報告・公表が必要な事項を設定。名  

称、所在地や教育・保育の内容・特徴など）  

  

⑶   放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の概要  

放課後児童クラブの質を確保する観点から、子ども・子育て関

連３法による児童福祉法の改正により、放課後児童クラブの設

備及び運営について、省令で定める基準を踏まえ市が条例で基

準を定めることとなりました。  

基準として定める必要のある主な項目は以下のとおりです。  

＜主な基準＞  

○支援の目的  

○職員の資格と職員数  

○児童の集団の規模  

○開所日数と開所時間  

 

２ 市が規則等で定める必要のあるその他の基準について 

市が規則等で定める必要のあるその他の基準は以下となります。  

 

⑴   保育の必要性の認定基準の概要  

子ども・子育て支援新制度では、実施主体である市が、保護者

の申請を受け、客観的な基準に基づき保育の必要性を認定した

上で、給付を支給する仕組みとなります。  

保育の必要性の認定に当たっては、  

①  「事由」（保護者の就労、疾病など）  

②  「 区 分 」 （ 保 育 標 準 時 間 、 保 育 短 時 間 の ２ 区 分 。 保 育 必 要

量）  

について、国が基準を設定します。  

就労の下限時間については４８～６４時間の範囲で市が検討、

規則等で定めます。  

＜①「事由」についての主な基準＞  

○就労（フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的に  

すべての就労に対応）  

○妊娠・出産  

○保護者の疾病・障害  
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○同居又は長期入院等している親族の介護・看護  

○災害復旧  

○求職活動  

○就学  

○虐待やＤＶのおそれがあること  

○育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継  

続利用が必要であること  

※波線のある項目は新制度で追加された項目。  

 

＜②「区分」についての基準＞  

保育の提供に当たって、主にフルタイムの就労を想定した「保

育標準時間」、主にパートタイムの就労を想定した「保育短時

間」の２区分を定め、利用可能な時間帯をそれぞれ 11 時間・８

時間と設定。  


